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－１－

ⅠⅠ．．前中期経営計画「ＳＳＳ向上プラン」（前中期経営計画「ＳＳＳ向上プラン」（21.421.4～～24.324.3）の成果と反省）の成果と反省①①
トリプルエストリプルエス

デフレの長期化や円高の進行、欧州債務問題の表面化に伴う海外経済の減速等、国内景気が非常に厳しい状況で推移するデフレの長期化や円高の進行、欧州債務問題の表面化に伴う海外経済の減速等、国内景気が非常に厳しい状況で推移する

なか、東日本大震災の発生により、主要基盤である宮城県は甚大な被害を受け、当行の経営環境は大きく変化しました。なか、東日本大震災の発生により、主要基盤である宮城県は甚大な被害を受け、当行の経営環境は大きく変化しました。

１．前中期経営計画「ＳＳＳ向上プラン」の基本目標の実績１．前中期経営計画「ＳＳＳ向上プラン」の基本目標の実績
トリプルエストリプルエス

20年度 21年度 22年度 23年度 基本目標比

▲379億円

 ＋221億円

＋1兆4,751億円

＋2.18%

906億円 1,621億円

65％以下 66.50% 69.30% 68.40% 67.18%

2千億円以上 － 431億円

11兆4,751億円

1兆2千億円以上 1兆1,129億円 1兆1,473億円 1兆1,666億円 1兆2,221億円

9兆846億円 9兆4,348億円
預・貸・預り資産合計
（平成23年度末）

9兆7,721億円

中小企業向け貸出残高
（平成23年度末）

投信･個人年金保険
期間中販売額
（中計期間中）

コアＯＨＲ
(コア業務粗利益経費率)
（平成23年度）

基本目標

10兆円以上



ⅠⅠ．．前中期経営計画「ＳＳＳ向上プラン」（前中期経営計画「ＳＳＳ向上プラン」（21.421.4～～24.324.3）の成果と反省）の成果と反省②②

前中計「ＳＳＳ向上プラン」の改革の方向性前中計「ＳＳＳ向上プラン」の改革の方向性前中計「ＳＳＳ向上プラン」の改革の方向性
トリプルエストリプルエス

○○ 営業人員の増強・営業スキルの向上による「自ら提案し、お客さまのニーズや問題解決に積極的に営業人員の増強・営業スキルの向上による「自ら提案し、お客さまのニーズや問題解決に積極的に

取り組む取り組む『『収益機会創造型収益機会創造型』』営業モデル」への転換を図ります。営業モデル」への転換を図ります。

○○ 無駄や非効率な「仕事」、「経費」を徹底的に削減し、限られた経営資源（人・物・金・時間）を有効活無駄や非効率な「仕事」、「経費」を徹底的に削減し、限られた経営資源（人・物・金・時間）を有効活

用のうえ生産性の向上を図ります。用のうえ生産性の向上を図ります。

成果等成果等成果等

（１）営業力の強化（１）営業力の強化

渉外人員渉外人員300300名⇒名⇒450450名（名（1.51.5倍）以上の体制構築、倍）以上の体制構築、

女性活用の促進等により営業実績拡大。女性活用の促進等により営業実績拡大。

（２）生産性の向上（２）生産性の向上

経費削減、営業店ＢＰＲに一定の効果。新人事制経費削減、営業店ＢＰＲに一定の効果。新人事制

度の導入、システム共同化等への取組進展。度の導入、システム共同化等への取組進展。

（３）ステークホルダーに対する貢献（３）ステークホルダーに対する貢献

株主還元、ＩＲの充実、地域貢献・環境問題への株主還元、ＩＲの充実、地域貢献・環境問題への

取組進展。取組進展。

前中計「ＳＳＳ向上プラン」を踏まえた課題等前中計「ＳＳＳ向上プラン」を踏まえた課題等前中計「ＳＳＳ向上プラン」を踏まえた課題等
トリプルエストリプルエス

・収益力の強化を図るため、融資・コンサルティング・収益力の強化を図るため、融資・コンサルティング

力の向上等、融資・渉外人員の質的向上が必要。力の向上等、融資・渉外人員の質的向上が必要。

・低金利下での運用が長期化し、トップラインが減・低金利下での運用が長期化し、トップラインが減

少するなか、一人ひとりの生産性を更に向上させ少するなか、一人ひとりの生産性を更に向上させ

るとるとともに、投資効率を上げ、収益性を高めることともに、投資効率を上げ、収益性を高めること

が必要。が必要。

・強固な経営基盤を構築するとともに、金融仲介機・強固な経営基盤を構築するとともに、金融仲介機

能を発揮し、地域の持続的成長・発展に貢献し続能を発揮し、地域の持続的成長・発展に貢献し続

けてけていくことが必要。いくことが必要。

トリプルエストリプルエス

２．前中期経営計画「ＳＳＳ向上プラン」の基本方針の実績および評価２．前中期経営計画「ＳＳＳ向上プラン」の基本方針の実績および評価
トリプルエストリプルエス

－２－



ⅡⅡ．経営環境．経営環境

１．経営環境１．経営環境

（１）経済社会環境（１）経済社会環境

・震災による甚大な被害からの社会･経済基盤の再構築・震災による甚大な被害からの社会･経済基盤の再構築

・少子高齢化社会の進展と人口減少社会への転換・少子高齢化社会の進展と人口減少社会への転換

・ネット社会の進展による情報量の増大と情報の質の変化・ネット社会の進展による情報量の増大と情報の質の変化

・グローバル化の進展と国内産業の空洞化・グローバル化の進展と国内産業の空洞化

・県内産業構造の変化・県内産業構造の変化

・仙台圏一極集中による競争の激化・仙台圏一極集中による競争の激化

（２）金融環境（２）金融環境

・金融緩和の継続による超低金利下での運用の継続・金融緩和の継続による超低金利下での運用の継続

・景気低迷の長期化に伴う資金需要の低迷・景気低迷の長期化に伴う資金需要の低迷

・欧州債務問題に伴う市場リスクの高まり・欧州債務問題に伴う市場リスクの高まり

・ＩＦＲＳ、バーゼル・ＩＦＲＳ、バーゼルⅢⅢ等、各種制度・規制等への対応等、各種制度・規制等への対応

２．あるべき姿２．あるべき姿

（１）経営の４つの座標軸（１）経営の４つの座標軸

・信用を大切にする銀行・信用を大切にする銀行

・地域の発展に貢献する銀行・地域の発展に貢献する銀行

・より強固な経営基盤の構築・より強固な経営基盤の構築

・生き生きとした、行動する集団・生き生きとした、行動する集団

（２）震災からの復興・発展の支援（２）震災からの復興・発展の支援

（３）顧客ニーズへの対応（３）顧客ニーズへの対応

（４）環境変化への対応と成長性の確保（４）環境変化への対応と成長性の確保

（５）高い収益力とリスク管理力、優良な財務体質の構築（５）高い収益力とリスク管理力、優良な財務体質の構築

（６）ステークホルダーとの良好な関係の構築（６）ステークホルダーとの良好な関係の構築

３．問題点等３．問題点等

・震災復興への不透明感と信用リスクの高まり・震災復興への不透明感と信用リスクの高まり

・トップラインの減少と低収益性の継続・トップラインの減少と低収益性の継続

・融資力の低下、得意分野の減少・融資力の低下、得意分野の減少

・コンサルティング力・ヒューマンスキルの高い人材の不足・コンサルティング力・ヒューマンスキルの高い人材の不足

前中期経営計画の成果と反省および将来の営業基盤を見据えて取り組む経営課題

－３－



地域と共にある金融機関として、地域経済の震災からの復旧・復興への道筋を確かなものにすることが、この中期経営

計画における最重要課題であります。一方、少子・高齢化の進展によりマーケットが成熟・縮小し、顧客ニーズが多様化・

高度化するなか、新たな社会に柔軟に対応していくためには、良質な金融サービスの提供と金融仲介機能の発揮によりプ

レゼンスを高め、地域に信頼され、必要とされる金融機関としてあり続ける必要があります。

融資・コンサルティング力の向上に向けた人材投資を行うことにより、地域・顧客とのリレーションを更に強化し、ソリュー

ション営業を実践することで、震災復興に向けた金融面での支援を強力に推進するとともに、収益性向上に向けた取組み

を更に推し進め、より強固な経営基盤を構築し、地域経済の活性化と公的資金の早期返済との両立を図ります。

ⅢⅢ．経営課題．経営課題

コンプライアンスの強化
コンプライアンスの強化

リスク分析力・リスク
テイク力の向上

リスク分析力・リスク
テイク力の向上

金融円滑化の推進
金融円滑化の推進コンサルティング力の

向上

コンサルティング力の
向上

成長分野への投資と
得意分野の育成

成長分野への投資と
得意分野の育成 経営課題経営課題経営課題

融資力の向上
融資力の向上

震災復興支援への注力
と復興需要の取込み

震災復興支援への注力
と復興需要の取込み

公的資金早期返済に
向けた収益力強化

公的資金早期返済に
向けた収益力強化 システム共同化

（ＭＥＪＡＲ）への対応

システム共同化
（ＭＥＪＡＲ）への対応

トップライン増強と
コストの低減

トップライン増強と
コストの低減

新たな産業構造への
対応

新たな産業構造への
対応

人材育成・人材投資の
拡充

人材育成・人材投資の
拡充

－４－



ⅣⅣ．．中期経営計画「中期経営計画「『『未来への力（ＰＯＷＥＲ）未来への力（ＰＯＷＥＲ）』』～再生と進化の～再生と進化の３６カ３６カ月～月～」の概要①」の概要①
ちからちから

■ 当行が目指す銀行像

「地域と共に新たな時代を創造する『Ｂｅｓｔ ｃｒｅａｔｉｖｅ ｂａｎｋ』」「地域と共に新たな時代を創造する「地域と共に新たな時代を創造する『『ＢｅｓｔＢｅｓｔ ｃｒｅａｔｉｖｅｃｒｅａｔｉｖｅ ｂａｎｋｂａｎｋ』』」」
ベベ スス トト クク リリ エエ イイ テテ ィィ ブブ ババ ンン クク

■ 名 称

中 期 経 営 計 画 「未来への力（ＰＯＷＥＲ）」
～再生と進化の３６カ月～

中中 期期 経経 営営 計計 画画 「未来への力（ＰＯＷＥＲ）」「未来への力（ＰＯＷＥＲ）」
～再生と進化の３６カ月～～再生と進化の３６カ月～

ちから

■ 期 間

３年間３年間 【【平成２４（２０１２）年４月１日～平成２７（２０１５）年３月３１日平成２４（２０１２）年４月１日～平成２７（２０１５）年３月３１日】】

⇒⇒ 地域の復興に「力」を発揮する、行員一人ひとりが「力」をつけるといった意味地域の復興に「力」を発揮する、行員一人ひとりが「力」をつけるといった意味
を込めており、今後の復興と地域経済の発展・銀行の発展には、「ＰＯＷＥＲ」を込めており、今後の復興と地域経済の発展・銀行の発展には、「ＰＯＷＥＲ」
がキーワードとなります。がキーワードとなります。

－５－



ⅣⅣ．．中期経営計画「中期経営計画「『『未来への力（ＰＯＷＥＲ）未来への力（ＰＯＷＥＲ）』』～再生と進化の～再生と進化の３６カ３６カ月～月～」の概要②」の概要②
ちからちから

■ 基本方針

１．震災復興支援と地域経済の活性化１．震災復興支援と地域経済の活性化１．震災復興支援と地域経済の活性化

⇒地域・顧客とのリレーション強化を図り、コンサルティング機能を発揮しながら事業再生・経営⇒地域・顧客とのリレーション強化を図り、コンサルティング機能を発揮しながら事業再生・経営

改善支援等の金融円滑化や地域の面的再生に取り組み、十分な資金供給と情報提供を行改善支援等の金融円滑化や地域の面的再生に取り組み、十分な資金供給と情報提供を行

ううことにより、金融面から地域の震災復興支援と地域経済の活性化を推進し、金融仲介機能ことにより、金融面から地域の震災復興支援と地域経済の活性化を推進し、金融仲介機能

を最大限発揮します。を最大限発揮します。

２．融資・コンサルティング力の強化２．融資・コンサルティング力の強化２．融資・コンサルティング力の強化

⇒当行全体の融資・コンサルティング力の底上げを図り、適切なリスクテイクとソリューション営⇒当行全体の融資・コンサルティング力の底上げを図り、適切なリスクテイクとソリューション営

業により、当行の収益基盤である貸出金の増強を図ります。また、少子・高齢化社会の進展業により、当行の収益基盤である貸出金の増強を図ります。また、少子・高齢化社会の進展

や顧客ニーズの高度化・多様化への対応を見据え、組織・人材の強化を図ります。や顧客ニーズの高度化・多様化への対応を見据え、組織・人材の強化を図ります。

３．生産性の更なる向上３．生産性の更なる向上３．生産性の更なる向上

⇒業務遂行力の向上と効率化の推進により行員一人ひとりの生産性の向上を図り、収益力を⇒業務遂行力の向上と効率化の推進により行員一人ひとりの生産性の向上を図り、収益力を

強化します。強化します。

－６－



ⅤⅤ．基本目標．基本目標

●● リテール貸出金残高（平成リテール貸出金残高（平成2626年度末）年度末）（（※※11）） ２兆１，５００億円以上２兆１，５００億円以上

うち宮城県内リテール貸出金残高（平成うち宮城県内リテール貸出金残高（平成2626年度末）年度末）（（※※22）） ２兆円以上２兆円以上

※※11．．地方公共団体地方公共団体等、東京・大阪・名古屋地区の支店勘定、本部勘定を除く貸出金残高等、東京・大阪・名古屋地区の支店勘定、本部勘定を除く貸出金残高

※※22．．地方公共団体等、本部勘定を除く貸出金残高地方公共団体等、本部勘定を除く貸出金残高

●● 投資信託・保険・公共債販売額（中計期間中累計）投資信託・保険・公共債販売額（中計期間中累計） ４，５００億円以上４，５００億円以上

●● 当期純利益（当期純利益（ 毎毎 年年 度度 ）） １１０億円以上１１０億円以上

（最終年度）（最終年度） １３０億円以上１３０億円以上

●● コアＯＨＲ（コア業務粗利益経費率、平成コアＯＨＲ（コア業務粗利益経費率、平成2626年度）年度） ６７％未満６７％未満

－７－



ⅥⅥ．重点施策．重点施策

１．震災復興支援と地域経済の活性化

（１）金融仲介機能の発揮

（２）事業再生支援および経営改善支援の強化

（３）地域の復興と発展への貢献

１．震災復興支援と地域経済の活性化

（１）金融仲介機能の発揮（１）金融仲介機能の発揮

（２）事業再生支援および経営改善支援の強化（２）事業再生支援および経営改善支援の強化

（３）地域の復興と発展への貢献（３）地域の復興と発展への貢献

２．融資・コンサルティング力の強化

（１）人材育成への投資拡充

（２）貸出増強と顧客基盤の拡充

２．融資・コンサルティング力の強化

（１）人材育成への投資拡充（１）人材育成への投資拡充

（２）貸出増強と顧客基盤の拡充（２）貸出増強と顧客基盤の拡充

３．生産性の更なる向上

（１）業務遂行力の向上

（２）ローコストオペレーションの徹底

（３）システム共同化への対応準備

３．生産性の更なる向上

（１）業務遂行力の向上（１）業務遂行力の向上

（２）ローコストオペレーションの徹底（２）ローコストオペレーションの徹底

（３）システム共同化への対応準備（３）システム共同化への対応準備

４．金融サービス基盤の進化
（１）店舗・営業体制の整備

（２）高齢者・若年層対応の強化

（３）有価証券運用の強化

（４）防災・安全への対応

（５）法令等遵守、内部管理態勢の向上

（６）七十七ブランドの向上

４．金融サービス基盤の進化
（１）店舗・営業体制の整備

（２）高齢者・若年層対応の強化

（３）有価証券運用の強化

（４）防災・安全への対応

（５）法令等遵守、内部管理態勢の向上

（６）七十七ブランドの向上

－８－



［参考１］計数計画①［参考１］計数計画① （計数計画は、年度毎に策定・見直し）（計数計画は、年度毎に策定・見直し）

－９－

１．主要勘定平残
（単位：億円、％）

23年度実績 24年度計画 25年度予想 26年度予想
増加額 増加率

貸出金 35,258 35,750 35,920 36,240 982 2.8 

うち事業性貸出金 20,858 21,360 21,720 21,970 1,112 5.3 

うち消費者ローン 7,516 7,550 7,640 7,760 244 3.2 

実質預金＋譲渡性預金 63,654 63,920 63,650 63,530 ▲124 ▲0.2 

うち個人預金 42,599 42,110 41,940 42,020 ▲579 ▲1.4 

２．末残等
（単位：億円、％）

23年度実績 24年度計画 25年度予想 26年度予想
増加額 増加率

リテール貸出金残高 20,933 21,100 21,330 21,570 637 3.0 

うち宮城県内リテール貸出金残高 19,311 19,470 19,670 19,870 559 2.9 

うち県外リテール貸出金残高 1,622 1,630 1,660 1,700 78 4.8 

実質預金＋譲渡性預金 71,639 63,510 63,990 63,730 ▲7,909 ▲11.0 

投資信託・保険・公共債販売額 1,441 1,315 1,485 1,700 259 18.0 

1,315 2,800 4,500 

注．　　　　　は、中計最終年度目標。

23年度比

23年度比

中計期間中累計

2兆1,500億円以上

4,500億円以上

2兆円以上



［参考１］計数計画②［参考１］計数計画② （計数計画は、年度毎に策定・見直し）（計数計画は、年度毎に策定・見直し）

－１０－

３．損益等
（１）中計期間後半に 緩やかな景気回復を見込む場合

（単位：億円、％）

23年度実績 24年度計画 25年度予想 26年度予想 23年度比

増加額

コア業務粗利益 821 808 818 846 25 

うち資金利益 725 714 723 751 26 

うち役務取引等利益 95 93 94 94 ▲  1 

経費 552 571 567 566 14 

コア業務純益 269 237 250 280 11 

経常利益 165 179 197 212 47 

当期純利益 106 110 120 130 24 

コアＯＨＲ 67.2 70.6 69.3 66.9 ▲  0.3 

自己資本比率（国内基準） 12.3 12.4 12.6 12.9 0.6 

注．　　　　は、中計最終年度目標。

〔主要金利水準等の予想〕 （単位：％、円）

23年度 24年度 25年度 26年度

0.08 0.08 0.08 0.08

0.34 0.34 0.34 0.35

0.38 0.35 0.40 0.50

1.05 1.08 1.15 1.25

79 81 82 84 

9,500 9,750 10,000 10,500 日 経 平 均 株 価 （ 期 末 ）

日本円ＴＩＢＯＲ（3ヶ月）

無 担 保 コ ー ル Ｏ ／ Ｎ

新 発 5 年 国 債 利 回 り

新 発 10 年 国 債 利 回 り

為 替 相 場 （ 円 ／ ド ル ）

67％未満

130億円以上



進化

再生

［参考２］将来を見据えた中期経営計画の位置付け［参考２］将来を見据えた中期経営計画の位置付け

中期経営計画

未来への力(ＰＯＷＥＲ)

期間：３年間

◇人材育成・人材投資

◇地域・顧客との

リレーション強化

◇人材育成・人材投資

◇地域・顧客との

リレーション強化

震災
復興

現状及び課題

地域社会の創造的復興

製造業の進出･集積

面的再生への取組み

少子高齢化社会の進展

仙台圏一極集中

チャネル戦略の高度化

システム共同化

ヒューマンスキル
マネジメント力
モチベーション

ヒューマンスキル
マネジメント力
モチベーション

○ものづくり・次世代産業の集積と

富県宮城の実現(県内総生産10兆円へ)

○世界に誇る一次産業の基盤構築･復権

○グローバルビジネスの進展

○コンパクトシティ、スマートコミュニ

ティの形成

新たな宮城、新たな東北の時代

○宮城県・東北地方における圧倒的な

プレゼンスの発揮

・顧客からの揺るぎない支持

（選ばれる銀行）

・強固なリレーション

・七十七ブランドの浸透（ハートフル）

○総合金融サービスの提供

・融資・コンサルティング力の発揮

（対話力、提案力、解決力）

・最適なソリューションの提供

○生き生きとした、行動する集団

将来の七十七銀行の姿

ニーズの高度化･多様化

ソリューションの高度化

競争の激化

震災復興支援と

地域経済の活性化

震災復興支援と

地域経済の活性化

融資･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ力の

強化

融資･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ力の

強化

生産性の更なる向上生産性の更なる向上

金融ｻｰﾋﾞｽ基盤の進化金融ｻｰﾋﾞｽ基盤の進化

ちから

－１１－



［参考３］人材育成・研修にかかる課題と対応［参考３］人材育成・研修にかかる課題と対応

人材育成・研修にかかる現状の課題等

モチベーションモチベーションマネジメント力マネジメント力ヒューマンスキルヒューマンスキル

◎ビジネスにおいて人と関わり、会話・対話・交渉できる機会（チャンス、きっかけ）を増加

◎競争と、適正な評価により、活力の機会を増加

研修・実践、評価の適正化、インセンティブの付与等、総合的・長期的な人材教育・育成

○上司・部下・同僚・本部行員（本部渉外等）との「対話・議論」の機会の拡大○上司・部下・同僚・本部行員（本部渉外等）との「対話・議論」の機会の拡大

○顧客との対峙の機会の増加による「会話力・対話力、引出し力、気付き力・対応力」の強化○顧客との対峙の機会の増加による「会話力・対話力、引出し力、気付き力・対応力」の強化

・相手の懐に飛び込み、対話・言動・態度・顔色等から気持ちを推察し、相手の目線で考える思考力の養成

・顧客が欲する情報を引き出す力の養成

・必要な情報を理解し、必要な部署から入手できる情報収集力・情報活用力と、自学自習により情報を強化する力の養成

○評価の充実と見える化により行員の活力を引き出す○評価の充実と見える化により行員の活力を引き出す

－１２－



本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を

保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を

有しておりますのでご留意ください。有しておりますのでご留意ください。

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社七十七銀行 総合企画部

TEL ０２２－２６７－１１１１

企 画 課（内線：３０１０・３０１１）

広報・関連事業課（内線：３０２０・３０２１）

インターネット・ホームページ・アドレス

http：//www.77bank.co.jp/

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社七十七銀行 総合企画部

TEL ０２２－２６７－１１１１

企 画 課（内線：３０１０・３０１１）

広報・関連事業課（内線：３０２０・３０２１）

インターネット・ホームページ・アドレス

http：//www.77bank.co.jp/


